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会計

IASB（国際会計基準審議会）の第

88回会議が、2009年２月17日から20

日までの４日間にわたりロンドンの

IASB本部で開催された。今回の

IASB会議では、①認識の中止、②退

職後給付、③公正価値測定、④料金

規制活動（rateregulatedactivities）、

⑤保険会計、⑥国際会計基準（IAS）

第39号（金融商品:認識及び測定）

及び解釈指針（IFRIC）第９号（組

込みデリバティブの再評価）の改訂、

⑦公的説明責任のない企業のための

IFRS（IFRSfornon-publiclyaccount-

ableentities）、⑧中間財務諸表及び

⑨IFRSの年次改善についての検討

が行われた。また、今回教育セッショ

ンはなかった。

IASB会議には理事13名が参加し

た（トム・ジョーンズ氏は一部の議

論について米国から参加）。本稿で

は、これらのうち、①から⑤に関す

る議論の内容を紹介する。

今月の主な論点は次のとおりであ

る。

� 認識の中止では、２つのモデル

（アプローチ１及び２）が同時に

検討されているが、今回、アプロー

チ２を正式提案とし、アプローチ

１を代替案とすることが暫定的に

合意された（いずれの提案も2009

年３月又は４月に公表予定の公開

草案に含まれる）。

� 退職後給付では、給付建制度に

関して、①退職後給付費用を勤務

（employment）、財務（financing）

及び再測定（remeasurement）と

いう３つの構成要素に分解するこ

とが暫定合意されているが、この

うち、「再測定」にどのような項

目が含まれるかが議論され、「再

測定」から�当期の勤務費用と�

利息費用を除くこととし、「再測

定」には、�制度資産に係る実際

リターン合計（すなわち、制度資

産に係る期待収益と保険数理差損

益の合計）及び�給付債務に係る

保険数理差損益を含めることが暫

定的に合意された。

� 公正価値測定では、観察可能な

市場における価格がない場合の負

債の公正価値は、すべての場合に

おいて、当該負債を資産として保

有する場合の公正価値と同額であ

るとみなすことが暫定的に合意さ

れた。また、当初損益の認識に関

しては、このプロジェクトがIAS

第39号の規定を変更しないことが

確認された。

� 新規議題である料金規制活動で

は、料金規制活動の範囲が暫定的

に合意され、サービス原価規制が、

概念フレームワークの資産及び負

債の定義を満たす資産及び負債を

生じさせているというスタッフの

分析が基本的に支持されたが、更

に、それら資産及び負債の性格に

関する検討が今後行われる。

� 保険会計では、５つの保険負債

の測定アプローチのモデルが検討

され、保険負債を現在出口価値で

測定する考え方と、保険会社は契

約そのものの履行を意図している

という観点を反映する現在履行価
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値という考え方のいずれを採用す

べきかが議論されたが、それぞれ

に対するボードメンバーの支持が

均衡していたため、いずれを採用

するかは、今回合意されなかった。

今回は、現在検討中の２つのアプ

ローチ（アプローチ１及び２）のう

ちからいずれか１つを公開草案での

正式な提案とし、他方を代替案とす

る決定が行われ、アプローチ２を正

式提案とし、アプローチ１を代替案

とすることが暫定的に合意された

（いずれの提案も公開草案に含まれ

る）。今回の議論では、まず、複雑

な認識の中止の例を検討して、これ

から出てきた論点についての議論が

行われ、その後、上述の決定がなさ

れた。検討された論点は、次のとお

りである（①はアプローチ１及び２

の双方に関連するが、そのほかはア

プローチ２のみに関連する）。ここ

では、⑦を除く内容を紹介する。

① 認識の中止の評価対象となる譲

渡の範囲

② 認識の中止の評価を行う単位

（認識の中止の判断に当たり、個

別財務諸表ベースと連結財務諸表

ベースのどちらを優先するか）

③ 認識の中止を評価する資産の定義

④ 譲渡できる実際上の能力の意義

⑤ 譲渡されずに残った残余持分の

処理

⑥ アプローチ２の開示目的

⑦ 公開草案の公開期間（120日とす

ることとされた）及び経過措置

� 認識の中止の評価対象となる譲

渡の範囲

この論点は、アプローチ１及び２

の両方に関連し、認識の中止を検討

する「譲渡」の範囲を確定しようと

いうものである。議論の結果、「譲

渡」の範囲を次のようにすることが

暫定的に合意された。

譲渡は、ある当事者が、他の当事

者に対して、保有している基となる

金融資産のキャッシュ・フロー又は

その他の経済的便益の一部又はすべ

てを引き渡すとき又は引き渡すこと

に着手したときに起こる。「譲渡

（transfer）」という用語は、販売、

譲渡（assignment）及び担保の提供、

投売り（sacrifice）、分配及びその

他の交換のすべての種類を含むよう

に広く用いられている。

このような広い定義を用いること

によって、例えば、特別目的会社が

保有する金融資産をベースに、受益

権（beneficialinterest）を発行する

行為は、経済的には資産の譲渡と同

様であると考えられるため、このよ

うな取引も「譲渡」の概念に含める

ことができる。経済的に金融資産を

譲渡しているすべての取引を、その

形式にかかわらず認識の中止の評価

対象にしようとするのがここでの

「譲渡」の定義の目的である。

� 認識の中止の評価を行う単位

アプローチ２において、認識の中

止の評価を、個別財務諸表ベースで

行い、次いで連結財務諸表を作成す

べきなのか、それとも連結財務諸表

ベースで行うべきなのかがここでの

論点である。どちらで先に判断を行

うかによって、結果が異なることが

あるため、認識の中止を判断する順

序が議論された。例えば、子会社で

ある銀行Ａが所有する債権を特別目

的会社に譲渡する取引があり、一方

で、当該銀行Ａの親会社である銀行

Ｐが当該特別目的会社にノンリコー

ス貸付けを行っているケースを考え

てみる。銀行Ａは、債権の譲渡後に

特別目的会社に対して継続的関与を

有していないとすれば、銀行Ａの個

別財務諸表ベースで認識の中止を判

断すると、当該取引は認識の中止が

できることとなる。しかし、親会社

である銀行Ｐの連結財務諸表ベース

（銀行Ａと銀行Ｐの合算ベース）で

認識の中止を判断すると、銀行Ｐが

有しているノンリコース貸付けは継

続的関与に該当し、もし、当該特別

目的会社が銀行Ａから譲渡された債

権を第三者に譲渡できる実際上の能

力を持たない場合には、銀行Ａによ

る債権の譲渡は、認識の中止ができ

なくなる。

このような問題をどのように考え

るべきかが議論され、議論の結果、

認識の中止の判断は、報告企業ベー

スで行うべきことが暫定的に合意さ

れた。これを上述の例に当てはめる

と、銀行Ａの個別財務諸表ベースで

は、銀行Ａが報告企業であるので、

譲渡した債権の認識の中止を行うこ

とができる。しかし、銀行Ｐの連結

財務諸表ベースでは、報告企業が銀

行Ａを含む銀行Ｐグループとなるの

で、銀行Ｐによる特別目的会社に対

するノンリコース貸付けは継続的関

与と判断され、譲受人が、自らの便

益のために金融資産を譲渡できる実

際上の能力を有する場合を除き、認

識の中止はできないこととなる。

� 認識の中止を評価する資産の定義

アプローチ２において、認識の中

止の対象とすべき資産をどのように

特定するかに関して、①特別目的会

社が関与する認識の中止及び②持分

金融商品の一部譲渡について議論が

行われた。

① 特別目的会社が関与する認識の

中止
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経済的に同一の取引でも、特別目

的会社を間に挟むかどうかで結論が

異なってくる場合がある点に対応し、

認識の中止を行う対象となる資産を

どのように考えるかが議論された。

例えば、次の２つの例は経済的に同

一と考えられるが、結果が異なるこ

ととなる。１つ目のケースは、第三

者が特別目的会社を設立し、第三者

とは異なる譲渡人が資産100を当該

特別目的会社に譲渡し（ノンリコー

ス）、次いで、当該特別目的会社が、

その80％を対象とする受益権を第三

者に発行するとともに、残余20％は、

譲渡人に受益権を発行する場合。２

つ目のケースは、譲渡人が、自分の

有する資産100の80％のキャッシュ・

フローを譲受人に対して譲渡する場

合である。

これへの対応としては、次の３つ

の方法が検討され、議論の結果、�

を採用することが暫定的に合意され

た。

� 「資産」と当該資産への継続的

関与の決定は、グループレベルで、

譲渡の対象となった資産について

譲渡人が留保している持分に基づ

いて行うことを明示する。上述の

１つ目の例では、譲渡された資産

は、100から譲渡人が保有する受

益権20を控除した80と判断される。

� 継続的関与及び譲渡に関する実

際の能力という２つの規準の判断

は、資産の一部が特定されている

キャッシュ・フロー又は／及び当

該金融資産（又は金融資産のグルー

プ）からのキャッシュ・フローの

比例的部分である場合にのみ、当

該資産の一部に対して適用できる

ようにする。このため、「資産」

の定義に、「譲渡人の継続的関与

が、譲渡資産からのキャッシュ・

フローの比例的な割合のみの場合

には、「資産」は、譲渡資産から

当該継続的関与を控除したネット

の譲渡資産である」という文言を

追加する。上述の１つ目の例では、

第三者は、金融資産の80％の比例

的キャッシュ・フローを受領する

ことから、譲渡された資産は譲渡

資産の80％と判断される。

� 継続的関与の定義に対して、

「譲渡資産からのキャッシュ・フ

ローの比例的な割合である継続的

関与」は、継続的関与に該当しな

いという例外を設ける。上述の１

つ目の例では、譲渡人が受領する

金融資産の20％の比例的キャッシュ・

フローは継続的関与に該当しない

と判断され、譲渡された資産は譲

渡資産の80％と判断される。

② 持分金融商品の一部譲渡

2009年１月会議において、アプロー

チ２の下では、キャッシュ・フロー

以外の経済的便益を含む金融資産

（例えば、持分金融商品）は部分

（構成要素）の定義を満たさないと

暫定的に合意されているが、これが

今回見直され、結論として、このよ

うな場合でも持分金融商品の比例的

な持分の一部譲渡ができるというこ

とが暫定的に合意された。これは、

金融資産の比例的な持分の譲渡が認

識の中止として取り扱われるのに、

キャッシュ・フロー以外の経済的便

益を含むというだけで持分金融商品

の比例的な持分の一部譲渡を認めな

い合理的理由がないことによるもの

である。

� 譲渡できる実際上の能力の意義

アプローチ２では、譲渡人が継続

的関与を有している場合、譲受人が、

自らの便益のために金融資産を譲渡

できる実際上の能力があるかどうか
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のテストで、そのような能力がない

と判断される場合には、譲渡人は、

金融資産の認識の中止を行うことが

できない。多くの証券化の場合、そ

の譲受人である特別目的会社は、譲

り受けた金融資産を自らの便益のた

めに譲渡できる実際上の能力を有し

ていない場合が多く（多くの特別目

的会社には、譲渡制限が課されてい

る）、認識の中止を行うことができ

ない。しかし、この譲渡できる実際

上の能力テストは容易に回避するこ

とが可能であることが判明し、これ

を防止するため、次のような取扱い

を明確化することが暫定的に合意さ

れた。

「譲渡できる実際上の能力テスト

が適用される譲受人は、譲渡人が、

譲渡対象資産に対して継続的関与を

有することとなる契約を締結してい

る企業である。」

例えば、上記取扱いを明確化しな

ければ、証券化を２段階に分けて行

うことによって、譲渡できる実際上

の能力テストをパスして、認識の中

止を達成することができる。すなわ

ち、譲渡人がSPE１を設立して金融

資産を譲渡するが、その際には、譲

渡制限を課さずに、SPE２に当該金

融資産を譲渡することができるよう

な契約とする。次いで、SPE２は、

当該金融資産を基に受益権を譲渡人

に発行するが、その際、SPE２に対

しては、その保有する金融資産を他

者に譲渡することを禁止する制限を

付す。この例では、譲渡人は、SPE

２の発行する受益権を保有している

ので継続的関与があるが、直接の譲

受人であるSPE１に対しては譲渡制

限を付していないことから、譲渡で

きる実際上の能力テストをパスし、

当該金融資産の認識の中止を行うこ

とが可能となる。このような回避策

は、譲渡人が継続的関与となる受益

権を取得しているSPE２との間の関

係に注目して、譲渡できる実際上の

能力テストをSPE２に適用すること

によって防ぐことができるため、上

記のような明確化のための文言が追

加された。

� 譲渡されずに残った残余持分の

処理

2009年１月会議において、アプロー

チ２の下では、①譲渡人は、認識の

中止となる構成部分の譲渡後になお

保有している金融資産又は金融資産

のグループの構成部分（譲渡後の残

余部分）を、譲渡前に認識していた

資産の一部の留保として会計処理す

る（譲渡前の資産の簿価を引き継ぐ）

こと、及び、②証券化において、譲

受人である信託（trust：証券化の

ための特別目的会社）から譲渡人が

購入する受益権は、新しい資産とし

て会計処理することが、暫定的に合

意されている。

今回、上記①については、この考

え方を支持することが再確認された。

しかし、上記②については、信託か

ら譲渡人が購入する受益権を新しい

資産として会計処理することは、上

記①で、譲渡後も保有し続ける金融

資産の残余部分に対して譲渡前の簿

価を引き継ぐ会計処理をしているこ

とと首尾一貫しないとの指摘があり、

議論が行われた。

議論の結果、信託から再購入する

受益権は、従前に認識されていた資

産の一部として会計処理する（譲渡

前の資産の簿価を引き継ぐ）ことが

暫定的に合意された。また、このよ

うな信託への資産の譲渡及びその一

部分の再購入に際して、信託に譲渡

資産以外の新たな資産及び負債が追

加された結果、譲渡前に譲渡人が保

有していた資産を構成していない資

産及び負債に対する持分を含んだ持

分を譲渡人が取得した場合には、譲

渡人の投資は、�従来認識されてい

た資産（旧資産）の比例持分及び�

新しい資産又は負債の比例持分に分

けることが暫定的に合意された（�

は譲渡前の資産の簿価で測定され、

�はそれらの公正価値で測定される）。

� アプローチ２の開示目的

アプローチ２の下での認識の中止

に関しては、次のような開示目的を

満たす情報が提供されるべきである

点について、暫定的に合意された。

� 認識の中止が行われた資産に関

する企業の継続的関与の性質及び

それに関連するリスク（開示目的

１）：報告日における①継続的関

与があるため貸借対照表で認識さ

れている資産・負債の簿価及び勘

定科目、②継続的関与に関連する

資産・負債の公正価値、③継続的

関与から生じる最大エクスポージャー

額など。

� 取引の結果、資産の認識の中止

が行われない資産に関して、当該

資産と関連する負債の関係（開示

目的２）：①企業がさらされ続け

ているリスクの性質及び②関連す

る負債の相手方が譲渡資産にのみ

リコースできる場合の譲渡資産と

関連負債の公正価値を結び付ける

表及びネットポジションの公正価

値の開示など。

今回は、2011年６月までにプロジェ

クトを完成させるための作業計画に

ついて簡単な議論が行われた上で、

給付建約定の退職後給付費用のうち、
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再測定（remeasurement）の定義に

ついて議論が行われた。これは、

2009年１月の会議で、①退職後給付

費用を、�勤務（employment）、�

財務（financing）及び�再測定とい

う３つの構成要素に分けることが暫

定的に合意されたこと、②退職後給

付費用は、すべて包括利益計算書に

おいて当期利益に含めること、さら

に、③当期利益に含めることとされ

た退職後給付費用の３つの構成要素

のうち、再測定要素だけは、包括利

益計算書上で区分表示すること（そ

れ以外の勤務及び財務については、

包括利益計算書上で、それらを区分

表示するか、それとも、まとめて表

示して、詳細を注記で開示するかに

ついては検討されていない）が決定

されたことを受けたものである。

なお、2009年１月会議で２つに分

けることとされたプロジェクトのう

ち、先行して検討を行うことが決定

している第１パート部分に含まれる、

給付建約定に関連する給付建債務及

び制度資産の変動の認識、表示及び

開示などの公開草案は、2009年下半

期に公表予定で、その後、2011年上

半期に最終基準の完成を行うことが

予定されている。また、第２パート

（キャッシュ・バランス・プランを

含む拠出約定ベースの会計処理など

を検討する）の検討は、第１パート

が終了する2011年以降に検討に着手

することになる予定である。

今回の議論は、「再測定」という

構成要素にどのような費用項目が含

まれるように定義すべきかが検討さ

れた。

IAS第19号（従業員給付）では、年

金費用を次のような項目に分けてい

る。

� 当期の勤務費用

� 利息費用

� 制度資産に係る期待収益

� 保険数理差損益（給付建債務と

制度資産の両方に係る）

� 過去勤務費用

� 清算と縮小の影響

� アセット・シーリングの影響

これらの要素のうち、�と�を除

き、�から�までの５つの要素のど

れを「再測定」に含めるべきかが議

論された。議論の結果、次の点が暫

定的に合意された。

① 「再測定」からは、�当期の勤

務費用と�利息費用を除くことと

し、

② 「再測定」には、�制度資産に

係る実際リターン合計（すなわち、

制度資産に係る期待収益と保険数

理差損益の合計）及び� 給付債

務に係る保険数理差損益を含める。

公開草案を2009年第２四半期の初

めに公表するための議論が進められ

ているが、今回は、次の項目につい

て議論が行われた。

� 負債の公正価値

� 当初の損益（day1gainsand

losses）

� 要求払いの特性を有する金融負

債の除外

� 負債の公正価値

観察可能な市場における価格がな

い場合において、負債の公正価値を

どのように測定するかに関する議論

が行われた。議論の結果、負債の公

正価値は、すべての場合において、

当該負債を資産として保有する場合

の公正価値と同額であることが暫定

的に合意された。

観察可能な市場価格がない場合に
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おける負債の公正価値測定では、資

産としての価値を参照して負債の公

正価値を測定するが、その場合に、

①負債の公正価値は、すべての場合

において、負債を資産として保有す

る場合の公正価値と同額であるとい

う考え方と、②対応する資産の公正

価値は、負債の公正価値を測定する

際に企業が参照すべきインプットで

あるという考え方がある。後者の場

合、多くのケースで、負債の公正価

値は、当該負債を資産として保有す

る場合の公正価値と同額であると考

えられるが、それが当てはまらない

場合があることが指摘されている。

例えば、譲渡制限がある場合や負債

の一部ではない第三者による信用補

完がある場合には、それらの価値が

資産の公正価値に反映されるが、負

債の公正価値には反映すべきではな

いため、これらの要素を調整して負

債の公正価値を測定する必要がある。

IASBは、これら２つの考え方のう

ち、前者（①）を暫定的に採用する

こととした。

また、負債とそれに対応する資産

の公正価値が異なることとなるのは、

対応する資産の定義が負債の定義と

は異なっているためであると理解さ

れている。

� 当初の損益

当初認識時の損益の認識に関して、

議論が行われた。

今回の議論では、関連当事者、投

売り取引、市場の相違又は会計単位

の相違がある場合を除き、取引価格

が、当初認識時における資産又は負

債の公正価値の最善の証拠である点

が再確認された。また、当初認識時

において、取引価格が金融商品の公

正価値を示していないときには、企

業は、IAS第39号（金融商品:認識及

び測定）の規定に従って当初の損益

を認識することになる。

なお、この再確認は、2009年１月

のIASB会議の暫定合意を変更する

決定である。そのときの暫定合意で

は、当初認識時以降の測定において、

損益計算書を通して公正価値で測定

されるという以外のベースで測定さ

れる金融商品の当初測定時に損益が

認識されないように、IAS第39号を

改訂することとされていた。そして、

繰り延べられた損益は、取引費用や

実効金利の決定に際して行われるそ

の他の調整と同じように扱われるこ

ととされていた。今回のこの暫定合

意を覆したのは、公正価値をどのよ

うに計算するかを扱う本プロジェク

トがIAS第39号の規定を改訂するこ

とは、プロジェクトの範囲を超えて

おり、適切でないと判断されたため

である。

この結果、活発な市場がない場合

においては、IAS第39号の適用指針

AG第76項に従って、次の場合を除

き、当初認識時の金融商品の公正価

値の最善の証拠は取引価格とされ、

当初の損益の認識は禁止される。

� 当該金融商品の公正価値が、同

一の金融商品についての他の観察

可能な現在の市場取引との比較に

よって証拠付けられる場合、又は

� 当該金融商品の公正価値が、観

察可能な市場から得られるデータ

のみを変数として含んでいる評価

技法に基づいている場合

また、IAS第39号適用指針AG第

76A項では、取引価格（AG第76項

によって公正価値とみなされる価格）

と観察可能な市場から得られるデー

タ以外を変数として用いている評価

技法に基づいて計算されている評価

額との差額は、当初認識後は、市場

参加者が価格を設定するときに考慮

するであろう、時の経過を含む要素

の変動が起こる範囲でのみ、損益と

して認識することが求められている。

� 要求払いの特性を有する金融負債

IAS第39号第49項では、要求払い

の特性を有する金融負債の公正価値

は、要求払い金額を、当該金額の返

還が要求できるようになる最初の日

から割り引いた金額を下回らないと

されている。要求払い金額は、出口

価値を意味するが、支払いの可能性

のある最初の日における顧客による

決済を想定しており、支払い時点に

関する市場参加者の予想を無視して

いるので、公正価値の定義には当て

はまらないと考えられている。この

ため、第49項を公正価値測定に関す

る公開草案の適用対象から除外する

ことが暫定的に合意された。

2008年12月のIASB会議において、

料金規制を受ける活動を議題として

取り上げることが決定されている。

これを受け、今回は、本プロジェク

トの範囲を定義するための議論が行

われた。

議論の結果、本プロジェクトの範

囲に含まれる料金規制活動（rate-

regulatedactivities）は、次の２つ

の規準を満たすべきことが暫定的に

合意された。

� 顧客に引き渡す商品やサービス

の価格が規制されており、その価

格が規制当局又は法令により権限

が付与されている企業の意思決定

機関により設定されるか、あるい

は、その承認が必要であること、

かつ、

� サービス原価（cost-of-service）
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型の料金規制の形態を採っている

こと。サービス原価規制とは、規

制を受ける商品やサービスを提供

する企業の特定のコストを回収し、

特定のリターンが得られるように

料金を設計する規制をいう。特定

のリターンは、最低額又はある範

囲であり、固定額又は保証された

リターンである必要はない。

スタッフからは、このようなサー

ビス原価規制が、概念フレームワー

クの資産及び負債の定義を満たす資

産及び負債を生じさせているという

彼らの検討結果が示された。すなわ

ち、サービス原価規制の下で、企業

が原価に特定のリターンを加えた金

額を回収するという規制によって強

制可能な権利は、経済的資源に対す

る一定の権利又は特権的アクセスを

有していることを意味するので、資

産の定義を満たすと考えることがで

きる。

また、負債を現時点で存在する経

済的義務に焦点を当てて考える立場

からみると、超過リターンが生じ、

将来の料金を引き下げることによっ

てそれを顧客に返還する義務を企業

が負っている場合には、サービス原

価規制は規制負債（regulatoryli-

ability）を生じさせると考えること

ができる。

議論の結果、このようなスタッフ

の分析を支持するものの、料金規制

活動から生じる資産の性質（金融的

な性格か無形資産か、もし無形資産

なら、それは企業の営業ライセンス

と区別できるのか、また、どのよう

に区別できるのか）について更に検

討すべきことが指示された。

今回は、次の点を明確にするため

に議論が行われた。

� 測定アプローチの特徴

� 測定目的

� 当初認識時のマージンの測定

� 測定アプローチの特徴

2008年10月のIASB会議において、

保険負債の測定アプローチの候補と

して５つの考え方が提示されている

（下記�参照）。

これら測定アプローチの持つ特徴

として、次のようなものが考えられ

ることがスタッフから提案された。

ⅰ� 観察可能な市場価格とできるだ

け整合的な見積りを使用する。

ⅱ� ロック・インされた見積りでは

なく、期待キャッシュ・フローの

明示的な現在の見積りを使用する。

ⅲ� 貨幣の時間価値を反映する。

ⅳ� 明示的なマージンを含める。

ⅴ� 保険者は契約そのものを履行す

るつもりであるという観点を反映

する。

ⅵ� 純利益でプラスの当初差額（す

なわち利得）を認識する結果とな

らない。

議論の結果、これらのうち、�を

除いて、測定アプローチの特徴と考

えることが暫定的に合意された。

� 測定目的及び測定アプローチの

候補

ディスカッション・ペーパー「保

険契約に関する予備的見解」で示さ

れた測定目的は、保険負債を現在出

口価値で測定することであったが、

受領したコメントでは、保険者は契

約そのものを履行するつもりである

という観点を反映する「現在履行価

値（currentfulfilmentvalue）」を採

用すべきという意見が保険会社を中

心に寄せられた。これを反映して、

2008年10月には、スタッフから次の
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５つの保険負債の測定アプローチの

モデルが提示された。

� 候補１：ディスカッション・ペー

パー「保険契約に関する予備的見

解」において提案されている現在

出口価値

� 候補２：リスク負担のコストを

反映するリスク・マージンのみを

含む現在履行価値

� 候補３：候補２のリスク・マー

ジンに、契約時に保険料に合わせ

て較正された別個の追加マージン

を加えた現在履行価値

� 候補４：契約開始時に保険料に

合わせて較正された単一のマージ

ンを含む現在履行価値（すなわち、

候補３に類似するが、マージン要

素を２つに分離せず、マージン全

体を１つのものとしてとらえる）

� 候補５：未経過保険料（短期契

約の責任準備金についてのみ）

これら５つは、①期末において保

険負債を第三者に譲渡することを仮

定して測定する現在出口価値（候補

１）、②保険者が保険契約を途中で

譲渡することはなく、最後まで履行

するという観点を反映して測定する

現在履行価値（候補２から４）及び

③受領した保険料を時の経過ととも

に認識する未経過保険料（候補５）

という３つに分けることができる。

今回は、保険負債の測定目的とし

て、出口概念（上記①）を採用する

のか、それとも、履行概念（上記②）

を採用するのかが検討された。スタッ

フからは、履行概念を採用すべきこ

とが提案された。議論の結果、出口

概念と履行概念を支持するボードメ

ンバーの数が均衡し、いずれか一方

を採用するには至らなかった。これ

を受けて、スタッフに対して、

IASBが取り組んでいるIAS第37号

（引当金、偶発負債及び偶発資産）

の見直しプロジェクト、収益認識プ

ロジェクト及び金融商品会計基準の

中長期的見直しプロジェクトで検討

されている考え方を、このプロジェ

クトに適用することができるかどう

かなどについて更に検討することが

指示された。

� 当初認識時のマージンの測定

ディスカッション・ペーパーでは、

マージンの構成要素として、次の２

つの要素を区分している。

� リスク・マージン：リスク・マー

ジンの目的は、将来キャッシュ・

フローを伴った不確実性について

の意思決定に有用な情報を財務諸

表利用者に提供することである。

このリスク・マージンは、市場参

加者がリスク負担に対して要求す

る対価の見積りである。

� サービス・マージン：もし、市

場参加者によって要求される場合、

このサービス・マージンはリスク

負担以外のサービスを提供するこ

とに対して要求する対価である。

当初認識時にこの２つのマージン

をどのように扱うかは、前記�の測

定アプローチの候補によって異なっ

ている。候補１では、両者を明確に

区分することとしており、さらに、

現在出口価値は、市場参加者が求め

るマージンを保険負債の測定値に含

めることとしているため、保険契約

者から受領する保険料に含まれるリ

スク・マージンやサービス・マージ

ンと市場参加者が求めるものとの間

に差異がある場合には、当初認識時

（契約初日）にその差異を損益とし

て認識することになる。ただ、今回

は、この候補１でも、当初認識時の

損益を認識せずに、繰り延べるとい

う新たな方法を追加することとされ

た。この結果、候補１では、当初認

識時損益を認識する方法と、認識し

ない方法の２つが存在することとさ

れた。

候補２では、満期までの期間にわ

たって保険契約者に対して義務を履

行するコストとして保険負債を測定

するが、その履行コストには、不確

実性を引き受けるリスクに対する対

価であるリスク・マージンは含まれ

るが、保険契約に係る義務の履行の

コストではないと考えられるサービ

ス・マージンは保険負債の測定値に

は含まれない（契約締結時に損益と

して認識される）。

候補３では、サービス・マージン

に相当する差額も保険負債の一部と

して認識する（追加マージン）。

また、候補４では、契約当初の実

際保険料がマージンを見積もる際の

最善の証拠であると考え、当初認識

時のマージンをリスク・マージンと

サービス・マージンに区分すること

なく全体としてとらえ、保険負債の

一部として認識する（これを「複合

マージン」と呼んでいる）。

今回の議論では、当初認識時に損

益が発生することを支持するボード

メンバーは少数であったため、当初

認識時に損益を認識しないこととす

ることが暫定的に合意された。これ

を満たす候補は、候補１（当初認識

時の損益を繰り延べる方法）、候補

３及び候補４である。

測定アプローチの概要及びそれぞ

れでのマージンの取扱いを一覧表に

しているので、参照されたい。
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アプローチ 候補１ 候補２ 候補３ 候補４

測定目的 出口概念 履行概念

特徴 現在出口価値 現在履行価値
保険者がリスク負
担に対して要求す
るものを反映する
リスク・マージン
を含む

現在履行価値
保険者がリスク負担に対して
要求するものを反映するリス
ク・マージンに加えて追加的
な別のマージンを含み、契約
時に保険料で較正される

現在履行価値
契約時に保険料で
較正された単一の
マージンを含む

マージンの構成
要素

リスク・マージン
サービス・マージン

リスク・マージン
（サービス・マー
ジンなし）

リスク・マージン
（サービス・マージンなし）
追加マージン

複合マージン

当初認識時（契
約当初）のマー
ジン（初日損益
の認識）

Yes
差額を純利
益で認識す
る

No
別の明示的
な調整とし
て認識する

Yes
差額を純利益で認
識する

No
契約時にマージン全体を保険
料で較正する

No
契約時にマージン
全体を保険料で較
正する

教材コード Ｊ０２０４７３

研修コード ２１０３０１

履 修 単 位 １単位
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あなたの研究成果を『会計・監査ジャーナル』に！

会計・監査ジャーナルは、監査、会計、税務、経営、情報システム、国際業務等の分野で独自の研究を行っている方々

の登竜門として、公認会計士、会計士補、教育者、企業等の実務家の方々からの多くの投稿をお待ちしております。

研究成果の投稿を希望される方は、次の要領でご投稿ください。

『会計・監査ジャーナル』投稿要領

投稿に際しては、必ず次の要件を満たしてください。

■ 投稿は監査、会計、税務、経営、情報システム、国

際業務等、会員並びに会員外読者の実務・研究等に有

益と思われる論文であることを条件といたします。

会員並びに会員外読者の実務及び業務知識の向上に

直接結び付かない分野の投稿原稿は原則として受理い

たしません。

■ 投稿論文は、１論文８千字以上１万字以内を原則と

し、未発表のものに限ります。

提出原稿は、ワープロによる執筆に限ります。当該

論文データ（word又はテキスト形式）を格納した3.5

インチFDとＡ４判用紙に印刷したものを同封してく

ださい。なお、投稿方法は、EメールとFAXの併用に

よる場合も可とします。

■ 論文には、必ず次のものを添付してください。

・論文要旨（400字程度にまとめたもの）

・著作物等を含む著者略歴（書式自由）

■ 投稿論文は日本公認会計士協会機関誌編集員会が掲

載の可否について審査し、その結果は速やかにご本人

にお知らせいたします。なお、何月号に掲載するかに

ついては、機関誌編集員会にご一任ください。

■ 掲載させていただくこととなった投稿論文には、些

少ですが謝礼をいたします。

■ 掲載させていただいた投稿論文の版権は日本公認会

計士協会に帰属いたします。

■ 原稿は原則として返却いたしません。

■ 参考・引用文献等は必ず出典を表記してください。

■ 投稿論文の送付並びにお問い合わせ先

〒1028264 東京都千代田区九段南441

日本公認会計士協会 出版局

（会計・監査ジャーナル担当）

電話：0335151124 FAX:0352263351

E-mail:syuppan＠jicpa.or.jp
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